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地域診断支援システム開発のための多地域大規模疫学調査の概要 
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亀田 義人１），横山 芽衣子１），近藤 克則１）２） 
１）千葉大学予防医学センター 社会予防医学研究部門 

２）国立長寿医療研究センター 老年学・社会科学研究センター 老年学評価研究部 

 

１．背景 

 JAGES（Japan Gerontological  Evaluation 

Study，日本老年学的評価研究）プロジェク

トでは、2010年と 2013年に、全国 30超の

市町村と協力して、10万人超の高齢者を対

象とした大規模調査を行い、つながりが豊

かな地域または個人ほど、健康によいこと

などを明らかにしてきた。 それらの成果は、

社会保障審議会介護保険部会などの資料と

して用いられ、「まちづくりによる介護予防」

という方向が打ち出される 1つの根拠とな

った．JAGESプロジェクトが WHO神戸セン

ターと共同開発した JAGES HEART（Health 

Equity Asse ssment and Response Tool）は、

厚生労働省の地域包括ケア「見える化」シ

ステムのプロトタイプとなった。 

 JAGESプロジェクトでは、厚生労働科学

研究費補助金（長寿科学政策研究事業）「介

護予防を推進する地域づくりを戦略的に進

めるための研究」（H28-長寿-一般- 002）な

ど複数の公的研究費を得て、まちづくりに

よる介護予防に資する地域診断支援システ

ムの開発を進めることになった。その地域

診断支援システムには、多市町村間で比較

できる地域診断指標群開発のため、共通の

調査方法および調査票を用いて、2016年度

10月～１月に JAGES「健康とくらしの調査」

を実施した。また、介護保険法の改正に伴

い平成 27年度から、従来型の二次予防事業

を主体としたハイリスクアプローチから、

誰でも参加することのできる住民主体のポ

ピュレーションアプローチへシフトするこ

とになり、「通いの場（サロン）」を地域に

増やし、社会参加を促進する一般介護予防

事業が行政の重点と考えられるようになっ

た。 

 そこで、趣味やスポーツの会の運営やま

ちづくりなどを担う意思があるボランティ

ア意向者を把握するための「ボランティア

意向調査」を同時に行った。これら２つの

調査を組み合わせることで、介護予防を推

進する地域づくりを戦略的に進める政策の

マネジメント支援をすることをめざした。 

小論の目的は、JAGES「健康とくらしの調査」

2016（以下 JAGES2016）と「ボランティア

意向調査」の２つの調査の概要を記載し、

調査データによって開発された地域診断支

援システムの概要を提示することである。 

 

２．調査の概要 

 全国の市町村を対象とした JAGES調査を

実施するため、介護保険事業計画策定のた

めの介護予防・日常生活圏域ニーズ調査を

共同実施する市町村（介護保険者）を募っ

た。対象者は、基本的には要介護認定を受

けていない 65歳以上高齢者である。ただし、

一部の市町村については希望に応じて要支

援・要介護者も調査対象者に加えた。市町

村の人口規模により、中小規模の市町村で

は全数、高齢者人口が多い大都市は、無作

為抽出調査や、または割当抽出調査を行っ

た。割当抽出調査（小学校区または中学校 
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区等）は、測定誤差を小さくするために市

町村割合１小地域あたりのサンプル数が、

回収時に 100人を超えるように設計された。

介護保険の第一号被保険者リストもしくは

住民基本台帳を用いて、65歳以上高齢者の

リスト（2016年４月１日時点を原則）を作

成し、介護保険の要介護認定データの情報

を用いて要介護者を除外し調査対象者とし

た。調査は自記式郵送法で実施し、返送先

は原則として各保険者とした。調査票の送

付前に、調査の趣旨や結果の活用方法につ

いての記事を、市町村広報誌へ掲載、ラジ

オ番組で研究成果を紹介し、調査予告や調

査協力のお願いをして回収率の向上を図っ

た。更に調査票送付から約１週間後、回収

率向上を目的に、調査協力へのお礼状を兼

ねた返送依頼のハガキを送付した。調査期 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

間中には、調査に関する疑問に対応するた 

めコールセンターも設置した。 

 調査は第１期から第４期に分けて実施し

た。第１期（18市町村）は 2016年 10月３

日発送、第２期（9 市町村）は 2016年 10

月 24日発送、第 3期（11市町村）は 2016

年 11月 14日発送（一部 11月 21日発送）、

第４期（１市町村）は 2017年１月 10日に

発送し、基本的に３週間の回収期間を設け 

た。 

 調査票は、調査説明と協力依頼で１ペー

ジ、過去の調査で得られた知見の紹介１ペ

ージ、全員に尋ねる共通（コア）項目 10

ページ、８人に 1人にランダムに送付した

（バージョン）項目２ページ、市町村独自

項目２ページの構成とし、各市町村が希望 

する独自項目も追加した（表１）。 

図１ JAGES 調査フィールド 
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 ボランティア意向調査は、JAGES「健康と

くらしの調査」調査票とは別に同封したＡ

４で１枚の簡易なものである。参加意向の

ある方だけに、関心のあるボランティア活

動、企画・運営に関わる意向、氏名、住所

などの記載を求め返送を依頼した。 

 調査実施にあたり、ヘルシンキ宣言「人

を対象とする医学系研究に関する倫理指針」

（平成 26年文部科学省・厚生労働省告示第

３号）を遵守し、倫理面の配慮を行った上

で、国立長寿医療研究センター倫理・利益

相反委員会（承認番号 992）、および千葉大

学大学院医学研究院倫理審査委員会（承認

番号 2493）の承認を得た。調査票は、上記

の倫理指針に沿った説明文を加え、調査票

の返送が得られた場合に同意が得られたと

見なした。市町村の介護保険の認定・賦課

データ情報は、個人情報保護のために介護

保険の被保険者番号を暗号化するソフトを 

 

 

市町村が使用して、被保険者番号とは異な 

る新たなマスキング被保険者番号を付与し、

研究者は個人を特定できないデータの提供

を受けた。 

 

３．調査結果の概要 

（１）  JAGES2016 調査結果 

 全国の市町村に広く調査協力の依頼を行

い、2016年に 39市町村調査を実施した（図

１）。調査の実施は新情報センターが担当し

た。これまで、同様の調査を 2010年と 2013

年にも実施しており、２時点パネルデータ

（同じ対象者を３回繰り返し調査）作成可

能市町村は 25市町村、３時点パネルデータ

（同じ対象者を３回繰り返し調査）作成可

能市町村は 24市町村にのぼる。2016年の

JAGES調査に参加した市町村の人口総数は、

13,406,259 人、65歳以上人口は 3,232,918 

人、高齢化率は 24.1％であった（表２）。 

 

 

分類 内容 項目 

コ
ア
項
目 

身 体状
況機能
状態 

罹患，保健行動，BMI，
転倒状況 

心理 うつ，幸福度 

社会 ソーシャル・ネットワー
ク，ソーシャル・サポー
ト 

社 会経
済的地
位 

年間世帯所得，世帯人
数，教育，職業（最長職），
年金，生活保護 

会・グル
ープへ
の参加 

ボランティア，スポー
ツ，町内会・自治会，趣
味等 

地 域環
境 

（地域に対する）信頼，
互報酬，治安，祭り，近
所づきあい 

外出 外出頻度，交通手段 

分類 内容 項目 

バ
ー
ジ
ョ
ン
項
目 

A 

口の健康，地域環境，緑
茶の習慣，１年間の大変
な経験について 

B 睡眠，食事，過去の大変
な経験について 

C 
健康状態，活動への参加，
目や耳の健康，インター
ネット利用について 

D 医療受診，かかりつけ医，
看取りについて 

E 喫煙，趣味，運動について 

F 
介護，地域の資源，運転
免許について 

G 健康食品，健康情報について 

H 
Age and Dementia Frien
dliness ，地域の環境，ス
トレスについて 

独
自 

項目 

各市町
村が作
成 

市町村が希望する項目の
追加 

表１ JAGES2016 調査票構成 
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表
２
 
JA
GE
S2
01
6
年
度
調
査
市
町
村
別
配
付
数
・
回
収
数
・
回
収
率

 

人
口
 1)

高
齢
者
数
 1)
高
齢
化
率
 1)
1
）
の
デ
ー
タ
の
時
点

可
住
地
 2)

人
口
密
度
(
人
/

㎢
)

都
市
部
 3)
分
析
地
域
数
分
析
地
域

要
支
援
・
要
介
護
者

へ
の
配
布

配
付
数
 4)

う
ち
要
支
援
・
要
介
護
者

へ
の
配
布
数
 4)

回
収
数
 5)
回
収
率

調
査
方
法

調
査
時
期

1
東
川
町

8,
03

1
25

67
31

.9
6%
2
0
1
6
/
4
/
1
時
点

10
7.

83
-

4
小

×
1,

99
9

2
東
神
楽
町

10
,3

79
24

90
23

.9
9%
2
0
1
6
/
4
/
1
時
点

19
2.

42
-

4
小

×
1,

87
0

3
美
瑛
町

10
,4

23
37

80
36

.2
7%
2
0
1
6
/
4
/
1
時
点

33
.1

7
-

5
小

×
2,

79
5

2
音
更
町

4
音
更
町

45
,1

97
11

82
6

26
.1

7%
2
0
1
6
/
4
/
1
時
点

13
3.

72
-

5
中

要
支
援
1
・
2
へ
配
布

4,
98

3
27

8
3,

54
0

71
.0

%
サ
ン
プ
リ
ン
グ

3
余
市
町

5
余
市
町

19
,6

55
72

16
36

.7
1%
2
0
1
6
/
4
/
1
時
点

49
7.

09
-

4
小

×
5,

28
8

0
3,

04
3

57
.5

%
全
数

4
苫
前
町

6
苫
前
町

3,
26

1
13

35
40

.9
4%
2
0
1
6
/
4
/
1
時
点

36
.2

3
-

2
小

要
支
援
1
・
2
へ
配
布

1,
07

0
94

68
0

63
.6

%
全
数

5
十
和
田
市

7
十
和
田
市

63
,4

44
18

70
2

29
.4

8%
2
0
1
6
/
1
/
1
時
点

30
9.

39
-

16
小

要
支
援
1
・
2
へ
配
布

5,
00

0
29

4
3,

65
4

73
.1

%
サ
ン
プ
リ
ン
グ

6
益
子
町

8
益
子
町

23
,9

52
63

46
26

.4
9%
2
0
1
6
/
4
/
1
時
点

47
7.

51
-

4
小

要
支
援
1
・
2
へ
配
布

2,
77

3
11

5
2,

06
8

74
.6

%
サ
ン
プ
リ
ン
グ

7
長
柄
町

9
長
柄
町

7,
34

8
25

53
34

.7
4%
2
0
1
6
/
4
/
1
時
点

28
4.

15
-

3
小

要
支
援
1
・
2
へ
配
布

2,
16

7
45

1,
45

3
67

.1
%
全
数

8
中
央
市

10
中
央
市

30
,8

88
69

14
22

.3
8%
2
0
1
6
/
4
/
1
時
点

11
80

.2
8

-
6
小

×
6,

01
2

0
3,

96
3

65
.9

%
全
数

9
早
川
町

11
早
川
町

1,
11

5
56

2
50

.4
0%
2
0
1
6
/
4
/
1
時
点

70
.8

8
-

2
小

×
43

5
0

30
8

70
.8

%
全
数

10
森
町

12
森
町

18
,9

88
58

67
30

.9
0%
2
0
1
6
/
4
/
1
時
点

48
6.

87
-

5,
 6
小
,
町
内
会

要
支
援
1
・
2
へ
配
布

2,
00

0
62

1,
51

6
75

.8
%
サ
ン
プ
リ
ン
グ

11
小
山
町

13
小
山
町

18
,9

87
52

86
27

.8
4%
2
0
1
6
/
4
/
1
時
点

42
9.

05
-

5
小

要
支
援
1
・
2
へ
配
布

2,
00

0
51

1,
35

8
67

.9
%
サ
ン
プ
リ
ン
グ

12
南
知
多
町

14
南
知
多
町

18
,8

38
64

83
34

.4
1%
2
0
1
6
/
4
/
1
時
点

68
2.

78
-

6
小

×
5,

19
8

0
3,

14
7

60
.5

%
全
数

13
美
浜
町

15
美
浜
町

22
,7

57
64

02
28

.1
3%
2
0
1
6
/
1
/
1
時
点

65
5.

25
-

6
小

×
5,

38
2

0
3,

75
7

69
.8

%
全
数

14
武
豊
町

16
武
豊
町

43
,0

42
10

20
3

23
.7

0%
2
0
1
6
/
1
/
1
時
点

18
55

.2
6

-
4
小

×
8,

71
4

0
6,

43
0

73
.8

%
全
数

15
度
会
町

17
度
会
町

8,
54

6
26

42
30

.9
2%
2
0
1
6
/
4
/
1
時
点

41
1.

66
-

4
小

×
2,

14
1

0
1,

53
0

71
.5

%
全
数

16
松
浦
市

18
松
浦
市

23
,9

11
79

07
33

.0
7%
2
0
1
6
/
4
/
1
時
点

35
0.

29
-

7
小

×
6,

31
1

0
3,

78
5

60
.0

%
全
数

17
松
本
市

19
松
本
市

24
1,

79
6

64
50

5
26

.6
8%
2
0
1
6
/
1
/
1
時
点

99
1.

94
-

35
地
区

要
支
援
1
・
2
へ
配
布

7,
00

0
39

3
4,

88
8

69
.8

%
サ
ン
プ
リ
ン
グ

18
半
田
市

20
半
田
市

11
8,

72
2

27
67

3
23

.3
1%
2
0
1
6
/
4
/
1
時
点

25
77

.5
5

-
13

小
×

11
,4

21
0

9,
19

9
80

.5
%
サ
ン
プ
リ
ン
グ

19
碧
南
市

21
碧
南
市

71
,7

89
16

29
5

22
.7

0%
2
0
1
6
/
4
/
1
時
点

20
01

.9
2

-
7
小

×
5,

00
0

0
3,

82
1

76
.4

%
サ
ン
プ
リ
ン
グ

20
西
尾
市

22
西
尾
市

17
0,

86
9

41
04

8
24

.0
2%
2
0
1
6
/
4
/
1
時
点

12
56

.3
9

-
26

小
×

16
,0

00
0

11
,0

29
68

.9
%
サ
ン
プ
リ
ン
グ

21
常
滑
市

23
常
滑
市

58
,3

55
14

69
0

25
.1

7%
2
0
1
6
/
4
/
1
時
点

11
39

.7
5

-
9
小

×
12

,0
04

0
8,

21
1

68
.4

%

24
東
海
市

11
3,

72
7

24
06

5
21

.1
6%
2
0
1
6
/
4
/
1
時
点

26
47

.8
9

-
12

小
要
支
援
1
・
2
へ
配
布

5,
49

1
20

4
3,

92
2

71
.4

%

25
大
府
市

90
,1

60
18

69
6

20
.7

4%
2
0
1
6
/
4
/
1
時
点

27
68

.1
9

-
9
小

要
支
援
1
・
2
へ
配
布

4,
07

4
13

5
2,

97
4

73
.0

%

26
知
多
市

86
,0

25
21

83
4

25
.3

8%
2
0
1
6
/
4
/
1
時
点

19
83

.0
6

-
10

小
要
支
援
1
・
2
へ
配
布

4,
82

4
18

9
3,

58
4

74
.3

%

27
東
浦
町

50
,2

38
12

07
0

24
.0

3%
2
0
1
6
/
4
/
1
時
点

17
02

.9
8

-
7
小

要
支
援
1
・
2
へ
配
布

2,
53

8
85

1,
84

4
72

.7
%

23
柏
市

28
柏
市

41
0,

03
3

10
04

78
24

.5
0%
2
0
1
6
/
4
/
1
時
点

40
59

.7
3
都
市
部

7,
 2

0
大
圏
域
,
 
コ
ミ
区要
支
援
1
・
2
へ
配
布

6,
00

0
16

6
4,

55
7

76
.0

%
サ
ン
プ
リ
ン
グ

24
松
戸
市

29
松
戸
市

49
0,

77
3

12
01

25
24

.4
8%
2
0
1
6
/
4
/
1
時
点

82
66

.3
5
都
市
部

14
日
常
生
活
圏
域

×
8,

03
2

0
4,

47
4

55
.7

%
サ
ン
プ
リ
ン
グ

25
船
橋
市

30
船
橋
市

62
7,

81
6

14
46

90
23

.0
5%
2
0
1
6
/
4
/
1
時
点

77
68

.0
8
都
市
部

54
小

要
支
援
1
・
2
へ
配
布

9,
17

7
50

0
5,

80
6

63
.3

%
サ
ン
プ
リ
ン
グ

26
八
王
子
市

31
八
王
子
市

56
2,

01
9

14
18

20
25

.2
3%
2
0
1
6
/
3
/
3
1
時
点

52
76

.6
8
都
市
部

21
包
括

要
支
援
1
・
2
へ
配
布

8,
40

0
46

8
5,

77
2

68
.7

%
サ
ン
プ
リ
ン
グ

27
横
浜
市

32
横
浜
市

3,
72

5,
04

2
87

12
00

23
.3

9%
2
0
1
6
/
4
/
1
時
点

93
26

.3
6
都
市
部

13
8
包
括

要
支
援
1
・
2
へ
配
布

20
,7

00
96

7
15

,0
52

72
.7

%
サ
ン
プ
リ
ン
グ

28
新
潟
市

33
新
潟
市

79
5,

22
4

21
80

65
27

.4
2%
2
0
1
6
/
5
/
1
時
点

11
86

.0
5

-
56

中
×

9,
97

2
0

7,
13

8
71

.6
%
サ
ン
プ
リ
ン
グ

29
名
古
屋
市

34
名
古
屋
市

2,
29

4,
95

2
54

85
92

23
.9

0%
2
0
1
6
/
3
/
3
1
時
点

72
84

.4
1
都
市
部

16
, 

26
6
行
政
区
,
小

×
24

,9
59

0
18

,8
54

75
.5

%
サ
ン
プ
リ
ン
グ

30
福
岡
市

35
福
岡
市

1,
50

2,
64

7
30

79
04

20
.4

9%
2
0
1
6
/
4
/
1
時
点

64
84

.4
7
都
市
部

14
3
小

要
支
援
1
・
2
へ
配
布

23
,9

86
1,

43
6

15
,9

09
66

.3
%
サ
ン
プ
リ
ン
グ

31
岩
沼
市

36
岩
沼
市

44
,2

42
10

45
2

23
.6

2%
2
0
1
6
/
1
/
3
1
時
点

94
6.

76
-

4
小

要
支
援
1
～
要
介
護
5
へ
配
布

9,
95

4
1,

60
4

7,
42

1
74

.6
%
全
数

32
御
船
町

37
御
船
町

17
,7

05
56

49
31

.9
1%
2
0
1
6
/
4
/
1
時
点

40
9.

55
-

10
小

要
支
援
1
・
2
へ
配
布

4,
82

1
20

6
3,

10
4

64
.4

%
全
数

33
神
戸
市

38
神
戸
市

1,
54

4,
67

1
41

07
50

26
.5

9%
2
0
1
6
/
4
/
1
時
点

46
58

.5
2
都
市
部

76
包
括

×
15

,9
78

0
12

,1
07

75
.8

%
サ
ン
プ
リ
ン
グ
第
３
期
(
1
1
/
2
1
～
)

34
高
浜
町

39
高
浜
町

10
,6

92
32

36
30

.2
7%
2
0
1
6
/
4
/
1
時
点

56
1.

55
-

4
小

要
支
援
1
・
2
へ
配
布

3,
19

2
58

3
2,

10
8

66
.0

%
全
数

第
４
期
(
1
/
1
0
～
）

27
9,

66
1

7,
87

5
19

6,
43

8
70

.2
%

1
)
 
各
自
治
体
か
ら
デ
ー
タ
を
受
領
。
た
だ
し
、
十
和
田
市
・
美
浜
町
・
武
豊
町
・
松
本
市
か
ら
は
正
確
な
受
領
で
き
な
か
っ
た
た
め
、
「
総
務
省
　
住
民
基
本
台
帳
(
外
国
人
を
含
む
)
」
よ
り
作
成
.

2
)
 
各
自
治
体
か
ら
の
デ
ー
タ
ま
た
は
、
統
計
で
み
る
市
区
町
村
の
す
が
た
2
0
1
6
よ
り
作
成
.

3
)
 
可
住
地
人
口
密
度
が
4
0
0
0
人
/
㎢
以
上
を
都
市
部
と
し
て
作
成
.

4
)
 
配
布
数
は
2
0
1
7
/
4
/
5
新
情
報
報
告
資
料
よ
り
作
成
.

5
)
 
回
収
数
は
白
票
や
市
町
村
が
不
明
な
票
(
大
雪
で
の
I
D
切
り
取
ら
れ
た
状
態
で
返
送
さ
れ
た
票
）
を
含
め
た
最
終
的
な
回
収
数
と
し
て
作
成
.

第
３
期
(
1
1
/
1
4
～
)

自
治
体
名

大
雪
地
区
広
域
連
合

1

知
多
北
部
広
域
連
合

22

保
険
者
名

第
２
期
(
1
0
/
2
4
～
)

第
１
期
(
1
0
/
3
～
)

総
配
布
数
・
総
回
収
数
・
回
収
率

4,
43

2
66

.5
%

0
全
数

サ
ン
プ
リ
ン
グ



 

31 

 

第１期から第４期の配付数、回収数等は、

第１期（18市町村）の配付総数 66,138票、

回収総数 44,664票、配付平均 3,674 票（最

小値435-最大値8,714）、回収平均率68.1％、

第２期（９市町村）の配付総数 68,352票、

回収総数 49,472票、配付平均 7,595 票（最

小値 2,538-最大値 16,000）、回収率平均

72.8％、３期（11 市町村）の配付総数

141,979票、回収総数 100,194 票、配付平

均12,907票（最小値4,821-最大値24,959）、

回収率平均 69.2％、第４期（１市町村）の

配付数 3,192 票、回収数 2,108 票、回収率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

66.0％であった。第１期から第４期までの

配付数の合計は 279,661票であり、196,438

票（回収率 70.2％）の回答を得た（表２）。 

 調査の対象者は基本的には要介護認定を

受けていない 65歳以上高齢者であるが、19 

市町村で要支援者も対象にした。更に１市

町村で要介護者を含むサンプリングを行っ 

た。 

 ボランティア意向調査を同時に行った市

町村は、14市町村あった。ボランティア募

集用紙の回収数は 3,331 人（回収率は 4.0 

9％）であった（表３）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

No. 保険者 

（市町村） 

ボランティア用紙 

回収数（人） 

回収率 

（％） 

１ 余市町 173 3.27 

２ 苫前町 51 4.77 

３ 十和田市 506 10.12 

４ 長柄町 53 2.45 

５ 中央市 176 2.93 

６ 森町 54 2.7 

７ 南知多町 136 2.62 

８ 美浜町 141 2.62 

９ 武豊町 227 2.61 

10 常滑市 304 2.53 

11 柏市 372 6.2 

12 松戸市 573 7.13 

13 船橋市 451 4.91 

14 御船町 114 2.36 

総 数 3,331 -  

平 均 -  4.09 

表３ ボランティア意向調査 
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（２）地域診断支援システムの開発 

  JAGES2016調査によって収集したデータ 

を用いて、地域診断支援システムを開発し 

た。 

１）政策評価指標群の枠組み 

 地域診断支援システムの考え方として、 

地域診断指標および市町村が介護予防事業 

において PDCAを含むマネジメント評価を 

行うために有用と考えうる政策評価指標群

の枠組みを作成した上で（図２）、政策評価

指標群の枠組みから地域診断指標（コア指

標および重要指標）を作成した（表４）。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２）２つのレベルと４つの種類 

 開発した地域診断支援システムには２つ 

のレベルと４つの種類がある。２つのレベ 

ルとは、（ⅰ）市町村間比較（市町村レベル）

と、（ⅱ）市町村内比較（小地域レベル）の

ことであり、4つの種類とは、（ⅲ）地域診

断書（コア指標）、（ⅳ）地域診断書（重要

指標）、（ⅴ）重点対象地域選定シート、（ⅵ）

手がかり発見ツールの 4つの種類である。

以下にそれぞれ（ⅰ）から（ⅵ）を説明す

る。 

 

[２つのレベル] 

（ⅰ）市町村間比較（市町村レベル） 

 JAGES2016に参加した39市町村と比較す

ることが可能。ある指標（例えば虚弱高齢

者割合）について、39市町村の中で、どこ

の位置（順位）かを確認することでき、対

象市町村の値が相対的に良いか悪いかを検

討でき、対象市町村の重点対象課題が設定 

できる。 

（ⅱ）市町村内比較 

 対象市町村内（例えば小学校区）を比較

することが可能であり、対象市町村内にお

いても、どこの小学校区の値が良いか悪い

かを検討でき、重点対象地域が設定できる。 

 

[４つの種類] 

（ⅲ）地域診断書（コア指標）（図３） 

 地域診断書（コア指標）には、要介護リ

図２ 政策評価指標群の枠組み 
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スク指標や社会関係指標（社会参加、社会

的ネットワーク、社会的サポート）などの 

29 指標が搭載されている。コア指標は、

JAGESの研究成果等から、優先順位が高い

と考えられる指標を選定している。地域診

断を行う際には、まずは地域診断書（コア

指標）から検討することを推奨している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表４ コア指標（29 指標）と重要指標（46指標）の一覧 

 

1 虚弱者割合 1 独居者割合

2 運動機能低下者割合 2 孤食者割合

3 １年間の転倒あり割合 3 低所得者割合

4 閉じこもり者割合 4 低学歴者割合

5 うつ割合（ニーズ調査） 5 経済的不安感がある者の割合

6 うつ割合（基本チェックリスト) 6 フレイルなし割合

7 うつ割合（GDS5点以上） 7 プレフレイルあり割合

8 口腔機能低下者割合 8 フレイルあり割合

9 残歯数19本以下の者の割合 9 BMIが18.5未満の者の割合

10 物忘れが多い者の割合 10 肥満(BMI25以上）者割合

11 要介護リスク者割合 11 IADL(自立度）低下者割合

12 認知症リスク者割合 12 社会的役割低下者割合

13 要介護認定者割合 13 知的能動性低下者割合

14 スポーツの会参加者(月1回以上)割合 14 低栄養者割合

15 趣味の会参加者(月1回以上)割合 15 認知機能低下者割合

16 ボランティア参加者(月1回以上)割合 16 主観的健康感が良い者の割合

17 学習・教養サークル参加者(月1回以上)割合 17 幸福感がある者の割合

18 特技や経験を他者に伝える活動参加者(月1回以上)割合 18 スポーツの会参加者(月1回以上)割合

19 友人知人と会う頻度が高い(月1回以上)者の割合 19 趣味の会参加者(月1回以上)割合

20 交流する友人（2人以下）がいる者の割合 20 ボランティア参加者(月1回以上)割合

21 交流する友人（3～9人）がいる者の割合 21 学習・教養サークル参加者(月1回以上)割合

22 交流する友人（10人以上）がいる者の割合 22 特技や経験を他者に伝える活動参加者(月1回以上)割合

23 情緒的サポート受領者割合 23 老人クラブ参加者(月1回以上)割合

24 情緒的サポート提供者割合 24 グループ活動へ参加意向がある者の割合

25 手段的サポート受領者割合 25 グループ活動(企画・運営)へ参加意向がある者の割合

26 手段的サポート提供者割合 26 収入のある仕事への参加者(月1回以上)割合

27 ソーシャル・キャピタル得点（社会参加） 27 就労していない者の割合

28 ソーシャル・キャピタル得点（連帯感） 28 友人知人と会う頻度が高い(月1回以上)者の割合

29 ソーシャル・キャピタル得点（助け合い） 29 交流する友人（2人以下）がいる者の割合

30 交流する友人（3～9人）がいる者の割合

31 交流する友人（10人以上）がいる者の割合

32 情緒的サポート受領者割合

33 情緒的サポート提供者割合

34 手段的サポート受領者割合

35 手段的サポート提供者割合

36 ソーシャル・キャピタル得点（社会参加）

37 ソーシャル・キャピタル得点（連帯感）

38 ソーシャル・キャピタル得点（助け合い）

39 ポジティブ感情がある者の割合

40 笑う者の割合

41 周囲の援助を受けながらの生活の意向がある者の割合

42 地域活動の参加意向がある者の割合

43 近所とのつながりがある者の割合

44 喫煙する者の割合

45 30分以上歩く者の割合

46 健診(1年以内)未受診者割合

重要指標

長

期

対

策

検

討

用

中

間

ア

ウ

ト

カ

ム

・

イ

ン

パ

ク

ト

分

析

用

短

期

対

策

検

討

用

コア指標
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（ⅳ）地域診断書（重要指標） 

 地域診断書（重要指標）には、長期的対

策が必要とされる指標（独居者割合や所得）、

短期対策が可能と考えられる指標（社会関

係指標）、中間アウトカム指標（主観的健康

感・手段的日常生活活動尺度）・インパクト

指標（幸福感・要介護認定率・死亡率）に

グルーピング・階層化された指標が 46指 

標搭載されている。 

（ⅴ）重点対象地域選定シート 

 市町村内の小地域別に重点対象地域を一

覧することができる。 指標は、コア指標と

重要指標が表示され、対象市町村内の状況 

を全体的に把握できる。 

（ⅵ）手がかり発見ツール 

 ２指標間の関連を、地域相関分析によっ

て分析することが可能。地域間比較で重点

課題や重点対象地域を選定した後、どのよ

うに「地域づくり型の介護予防事業計画」

を策定していくか、具体的に検討すること 

ができる。 

 

４．考察 

 全国 39市町村の高齢者約 20万人（回収

率 70. 2％）から回答を得ることができ、同

時に実施したボランティア意向調査では、

記名を求めたので回収率 4. 1％にとどまっ

たが、市町村から協力をお願いできるボラ

ンティアに興味のある住民 3, 300人あまり

を把握することができた。更に、地域診断

支援システムは、調査によって得られたデ

ータを集計し、２レベル（市町村間比較・

市町村内比較）において、４種類（地域診

断書・コア指標、地域診断書・重要指標、

重点対象地域選定シート、手がかり発見ツ

ール）を開発した。一方で、いくつかの留

意点や課題も明らかとなった。 

 

 
図３ 地域診断支援システム（地域診断書コア指標）のイメージ 
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（１）JAGES2016 調査 

 JAGES2016調査は、調査費の関係上、全

数調査の他に、無作為抽出調査、割当調査

によってデータを収集している。割当調査

については、１小地域のサンプル数が回収

時に 100人を超えるように設計（回収率な

どは過去の回収率などを参考）されたため、

全数調査あるいは無作為抽出調査と比較し

て、母集団規模が相対的に小さい地域の対

象者数が過大抽出される一方、母集団規模

が相対的に大きい地域の対象者数が過小抽

出されている。このような抽出法を採用し

ている市町村については、その母集団の代

表性が確率的に反映されていない可能性も

あるため市町村単位の集計値を算出する際

には留意が必要となる。そのため、割当抽

出調査に起因する小地域単位の抽出率違い

によるデータの歪みを補正するために、母

集団を代表する集計値となるような重み付

け値を算出し対応している。 

 

（２）ボランティア意向調査 

 国が地域づくりによる介護予防を推進し

ていくことを示しており、地域に通いの場

を増やしていくことは地域在住高齢者の要

介護リスクを抑制する上で、推進していく

意義が大きい。通いの場を増やしていく際、

地域のボランティアによる運営も必要とな

るが、今回実施されたボランティア意向調

査では、市町村の担当者らが、ボランティ

アを希望する住民を把握できたという点で、

通いの場等の地域づくりを担う人材の確保 

に役立つ。 

 しかし、ボランティアを希望する住民が

把握できただけでは、地域づくりは進まな

いことも想定される。市町村は、ボランテ

ィア希望者らへのリーダー研修なども検討

し、通いの場の内容、開催頻度、開催時間、

立上げ期から継続期、そしてその評価まで

実施できるような仕組みづくりが必要であ 

る。 

 JAGESプロジェクトでは、そのような通

いの場実施・運営していく上で、基本とな

るプロトコールも開発しており、そのノウ

ハウを活用しつつ、ボランティア希望者ら

をサポートするような仕組みづくり、また

大学研究者等との連携構築なども、市町村

には求められるであろう。 

 

（３）地域診断支援システム 

 地域診断支援システムは、「どの地域を表

示（市町村間または市町村内）させるか」、

「どの種類（指標）の地域診断書から、重

点地域や重点課題を把握し、関連要因を分

析していくか」など、該当地域を地域診断

していく上で、地域診断指標における結果

の解釈に考え方の枠組みが必要となる。図

２の政策評価指標群の枠組みが、その考え

方にあたるが、使用上の使いやすさという

点においていくつかと課題が浮き彫りにな

った。市町村担当者らに呼びかけて実施し

た市町村共同研究会で収集したアンケート

では、地域診断システムに対する一定の評

価を受けた。例えば、地域診断書（市町村

レベル）では、回答者 53名中、「とてもわ

かりやすい」が 34.0％（18名）、「まあわか

りやすい」が 60.4％（32名）、「あまりわか

ならない」が 5.7％（３名）であり、一定

の評価を受けた。一方、「リスクの大小につ

いてグラフの表し方が統一されていない」、

「市町村の強み（資源）や弱み（課題）を

発見するのは難しい」、「見方が難しい」な

どのコメントもあり改善が必要である。 

 また、表４で示した地域診断指標群につ 

いても、指標の経年変化（2010 年～2013

年～2016年の変化）が課題としてあげられ
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る。６年間の間で国の介護予防・日常生活

圏域ニーズ調査の一部の項目が変わり、経

年変化を分析するには適さないと考えられ

る項目が顕在化した。そのため、現在分析

を進めており改善を予定している。 

 これらの課題は残されているが、2010年

から開発が始まった地域診断支援システム

は、厚生労働省の地域包括ケア「見える化」

システムのプロトタイプにもなり、2016年

版も JAGESに参加する市町村や研究者らの

意見を反映させながら改善を図ることがで

きた。今後もさらに意見を集約し改善して 

いく予定である。 

 

５．さいごに 

 まちづくりによる介護予防にむけた科学

的根拠づくりや地域診断支援システム開発

のためのデータ収集を目的とする大規模調

査およびボランティア意向調査を実施した。

JAGESプロジェクトでは、介護予防を推進

する地域づくりを戦略的に進める政策のマ

ネジメント支援をすることをめざしてきた

が、その支援するためのツールとして地域

診断支援システムを開発することができた。 

今後の活用事例の蓄積が求められる。 
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